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～内陸災害公営住宅におけるコミュニティづくり～

▼研究の概要（背景・目標）

東日本大震災の最後の災害公営住宅「南青山ア
パート」が2020年度末に完成する。入居者とそれ

を受け入れる地元町内会の双方が抱える課題解決
に向けた個別・地域支援策を描き出すことを目的
に様々な調査を実施した。その結果、課題把握と
支援策の方向性を見出すことができた。

▼研究の成果（結論・考察）

1.入居者の課題と成果

課題は「繋がりがほぼないこと」と「複合的課題
を世帯が多いこと」である。成果は「支え合い意
識の醸成ができたこと」である。

2.地域の課題と成果

課題は「民生児童委員の負担感の増加」と「町内
会役員の担い手不足」である。成果は「被災者受
け入れ意識の醸成ができたこと」である。

3.先進地調査の結果

入居前に入居者間や行政との間で部屋決めや生活
ルールなどについて話し合う機会を設けることが、
入居後のコミュニティ形成に寄与する。さらに、
ペット飼育に関しては管理主義的手法よりも愛好
会的手法のほうがトラブルは少ない。

▼研究の内容（方法・経過）

先進地調査地域向け説明会入居者向け交流会

【市内在住の被災世帯(525件)と入居世帯(81件)の
抱える課題の割合比較表】

【交流会参加者の支え合い意識の変化に関する表】

▼おわりに（まとめ・今後の展開）

1.本研究で明らかになった課題や成果結果を踏まえ、

次年度以降は入居者と地域課題を引き続き明らかに
することと、入居者・地縁組織・地域住民・行政と
の連携と交流を深めて、具体的な支援策を提案する
ことを中軸に据えて取り組む。最終的に個別支援と
地域支援を通じて被災者が安心して暮らせるシステ
ムの構築を目指す。

2.調査をするにあたり岩手県内外の多くの関係者の皆
様に感謝を申し上げる。（謝辞）
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